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1. 17年 3月期の業績（平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 3月期        7,363     9.1         404    △8.6         392    17.4

16年 3月期        6,747     3.3         442    38.2         334    24.9

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
17年 3月期          240    52.9         18.52－      6.5     4.7     5.3

16年 3月期          157    28.2         11.86－      4.5     4.1     5.0

(注 )1.期中平均株式数 17年 3月期     11,991,636株 16年 3月期     11,993,073株
2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
17年 3月期           5.00          0.00          5.00          59    24.9     1.6

16年 3月期           5.00          0.00          5.00          59    38.2     1.7

(注 )17年 3月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当 円 銭－ － － －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

17年 3月期        8,600       3,789     44.1         314.56

16年 3月期        8,244       3,619     43.9         300.61

(注 )1.期末発行済株式数 17年 3月期     11,989,556株 16年 3月期     11,992,256株
2.期末自己株式数 17年 3月期         10,444株          7,744株16年 3月期

2. 18年 3月期の業績予想 （平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期        3,750         185          80          0.00－ －

通 期        7,500         400         250－          10.00         10.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          20円 83銭

（ 注 ） 平 成18年 ３ 月 期 末 配 当 金10円 の 内 訳 は 、 普 通 配 当 ５ 円 、 創 業100周 年 記 念 配 当 ５ 円 。

百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て い ま す 。
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２. 個別財務諸表等 
(1) 貸借対照表 

 

  前事業年度 
（平成16年３月31日） 

当事業年度 
（平成17年３月31日） 対前年比 

区分 注記
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％） 

増減 
(百万円) 

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金   1,229   1,315   

２ 受取手形 ＊２  640   602   

３ 売掛金   1,550   1,682   

４ 有価証券   50   50   

５ 商品   452   455   

６ 製品   338   319   

７ 原材料   228   268   

８ 仕掛品   368   442   

９ 貯蔵品   2   2   

10 前払費用   11   15   

11 繰延税金資産   106   109   

12 未収入金   3   6   

13 その他   0   2   

貸倒引当金   △21   △0   

流動資産合計   4,961 60.2  5,274 61.3 312 

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産         

(１)建物  1,692   1,689    

減価償却累計額  942 750  970 719   

(２)構築物  191   190    

減価償却累計額  131 59  139 51   

(３)機械及び装置  869   924    

減価償却累計額  619 249  654 270   

(４)車両運搬具  100   101    

減価償却累計額  68 32  69 31   
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  前事業年度 
（平成16年３月31日） 

当事業年度 
（平成17年３月31日） 対前年比 

区分 注記
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％） 

増減 
(百万円) 

(５)工具  241   282    

減価償却累計額  197 43  232 50   

(６)器具備品  131   132    

減価償却累計額  111 20  115 16   

(７)土地   685   685   

(８)建設仮勘定   －   30   

有形固定資産合計   1,842 22.3  1,857 21.6 14 

２ 無形固定資産         

(１)特許権   12   12   

(２)商標権   0   0   

(３)実用新案権   0   0   

(４)意匠権   0   0   

(５)その他   2   2   

無形固定資産合計   16 0.2  15 0.2 △0 

３ 投資その他の資産         

(１)投資有価証券   870   879   

(２)関係会社株式   174   184   

(３)更生債権等   16   14   

(４)長期前払費用   12   16   

(５)繰延税金資産   303   309   

(６)会員権   52   52   

(７)その他   9   9   

貸倒引当金   △15   △13   

投資その他の資産
合計   1,424 17.3  1,452 16.9 28 

固定資産合計   3,282 39.8  3,325 38.7 42 

資産合計   8,244 100.0  8,600 100.0 355 
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  前事業年度 
（平成16年３月31日） 

当事業年度 
（平成17年３月31日） 対前年比 

区分 注記
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％） 

増減 
(百万円) 

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１ 支払手形   1,076   1,403   

２ 買掛金   405   531   

３ 短期借入金   175   150   

４ 一年以内償還予定の
社債   100   －   

５ 一年以内返済予定の
長期借入金   179   161   

６ 未払金   67   18   

７ 株主、役員、従業員
に対する未払金   1   1   

８ 未払費用   79   81   

９ 未払法人税等   75   115   

10 前受金   0   1   

11 預り金   7   9   

12 賞与引当金   110   110   

13 その他   1   0   

流動負債合計   2,281 27.7  2,582 30.0 300 

Ⅱ 固定負債         

１ 社債   950   950   

２ 長期借入金   408   323   

３ 退職給付引当金   852   817   

４ 役員退職慰労引当金   124   129   

５ その他   8   8   

固定負債合計   2,342 28.4  2,228 25.9 △114 

負債合計   4,624 56.1  4,810 55.9 185 
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  前事業年度 
（平成16年３月31日） 

当事業年度 
（平成17年３月31日） 対前年比 

区分 注記
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％） 

増減 
(百万円) 

（資本の部）         

Ⅰ 資本金   600 7.3  600 7.0 － 

Ⅱ 資本剰余金         

１ 資本準備金  53   53    

資本剰余金合計   53 0.6  53 0.6 － 

Ⅲ 利益剰余金         

１ 利益準備金  150   150    

２ 任意積立金         

(１)固定資産圧縮積
立金  56   55    

(２)別途積立金  2,070   2,070    

３ 当期未処分利益  484   650    

利益剰余金合計   2,761 33.5  2,926 34.0 165 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金   206 2.5  211 2.5 5 

Ⅴ 自己株式   △1 △0.0  △2 △0.0 △0 

資本合計   3,619 43.9  3,789 44.1 169 

負債・資本合計   8,244 100.0  8,600 100.0 355 
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(2) 損益計算書 
 

  
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
  至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 
対前年比 

区分 注記
番号 金額（百万円） 百分比

（％） 金額（百万円） 百分比
（％） 

増減 
(百万円) 

Ⅰ 売上高   6,747 100.0  7,363 100.0 616 

Ⅱ 売上原価         

１ 製商品期首たな卸高  745   791    

２ 当期製品製造原価  2,934   3,313    

３ 当期商品仕入高  1,774   1,937    

４ 修理売上原価  64   50    

合計  5,518   6,092    

５ 製商品期末たな卸高  791 4,727 70.1 775 5,317 72.2 589 

売上総利益   2,019 29.9  2,046 27.8 26 

Ⅲ 販売費及び一般管理費         

１ 運賃荷造包装費  96   107    

２ 広告宣伝費  69   52    

３ 販売手数料  8   13    

４ 貸倒損失  0   0    

５ 役員報酬  142   150    

６ 給与手当  465   450    

７ 従業員賞与  105   123    

８ 賞与引当金繰入額  56   54    

９ 福利厚生費  130   127    

10 退職給付費用  24   80    

11 役員退職慰労引当金
繰入額  5   5    

12 減価償却費  52   51    

13 賃借料  69   60    

14 租税公課  30   42    

15 支払手数料  108   101    

16 研究開発費  14   14    

17 その他の経費  195 1,577 23.3 205 1,642 22.3 64 

営業利益   442 6.6  404 5.5 △38 
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前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
  至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 
対前年比 

区分 注記
番号 金額（百万円） 百分比

（％） 金額（百万円） 百分比
（％） 

増減 
(百万円) 

Ⅳ 営業外収益         

１ 受取利息  0   0    

２ 受取配当金  2   6    

３ 不動産賃貸料  19   20    

４ 為替差益  －   45    

５ 雑収入  9 31 0.5 12 85 1.1 53 

Ⅴ 営業外費用         

１ 支払利息  15   15    

２ 社債利息  14   8    

３ 売上割引  49   70    

４ 為替差損  52   －    

５ 手形売却損  2   2    

６ 雑損失  4 139 2.1 0 96 1.3 △42 

経常利益   334 5.0  392 5.3 58 

Ⅵ 特別利益         

１ 貸倒引当金戻入額  0   23    

２ 車両保険金等  － 0 0.0 3 26 0.4 26 
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前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
  至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 
対前年比 

区分 注記
番号 金額（百万円） 百分比

（％） 金額（百万円） 百分比
（％） 

増減 
(百万円) 

Ⅶ 特別損失         

１ 固定資産処分損 ＊１ 12 12 0.2 11 11 0.2 △0 

税引前当期純利益   321 4.8  406 5.5 85 

法人税、住民税及び
事業税  134   178    

過年度法人税等  56   －    

法人税等調整額  △26 164 2.5 △12 166 2.2 2 

当期純利益   157 2.3  240 3.3 83 

前期繰越利益   327   410  82 

当期未処分利益   484   650  165 
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(3) 利益処分計算書 
 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成16年６月29日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成17年６月29日） 

対前年比 

区分 注記
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 増減 

(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益   484  650 165 

Ⅱ 任意積立金取崩額       

１ 固定資産圧縮積立金
取崩額  0 0 1 1 1 

合計   485  652 167 

Ⅲ 利益処分額       

１ 利益配当金  59  59   

２ 役員賞与金  14 74 18 78 3 

 （うち監査役賞与
金）  (1)  (1)   

Ⅳ 次期繰越利益   410  574 163 
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重要な会計方針 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法によっている。 

その他有価証券 

時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、取得原価は移動平均

法により算定）によっている。 

時価のないもの…移動平均法による原価法によっている。 

(2）デリバティブ 

 すべてヘッジ会計を適用している。 

(3）たな卸資産 

 総平均法による原価法を採用している。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法によって償却している。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（付属設備を除く）については、定額法を採用している。 

(2）無形固定資産 

 定額法によって償却している。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上している。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産に基づく額を計上している。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末現在の要支給額の50％を計上している。 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっている。 

５．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用している。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ取引 

ヘッジ対象…変動金利借入金 

(3）ヘッジ方針 

 有利子負債の将来の市場金利の変動による金利負担増の回避を目的としており、投機目的の取引は行わない方針であ

る。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理を採用しているため、ヘッジの有効性の判定は省略している。 

６．消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっている。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成16年３月31日） 

当事業年度 
（平成17年３月31日） 

  
１ 保証債務 189百万円

  

  
１ 保証債務 197百万円 

  
関係会社（ヤマダアメリカＩＮＣ．、ヤマダヨーロッパ

Ｂ．Ｖ．）の銀行債務に対する極度保証である。 

関係会社（ヤマダアメリカＩＮＣ．、ヤマダヨーロッパ

Ｂ．Ｖ．）の銀行債務に対する極度保証である。 
  
＊２ 受取手形割引高 180百万円
  

  
＊２ 受取手形割引高 179百万円 
  

 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

＊１ 固定資産処分損 ＊１ 固定資産処分損 
 

建物 0百万円 

構築物 0 

機械及び装置 6 

車両運搬具 1 

工具 2 

器具備品 2 

 計 12 
  

 
建物 6百万円

構築物 0 

機械及び装置 3 

車両運搬具 1 

工具 0 

器具備品 0 

特許権 0 

 計 11 
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（有価証券関係） 

 前事業年度及び当事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

 

（税効果会計関係） 

前事業年度（平成16年３月31日） 当事業年度（平成17年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳 

（単位：百万円） （単位：百万円） 
 

（１）流動資産  

繰延税金資産  

たな卸資産評価損 49 

未払事業税 6 

賞与引当金 44 

貸倒引当金 0 

その他 5 

繰延税金資産の純額 106 

（２）固定資産  

繰延税金資産  

退職給付引当金 300 

役員退職慰労引当金 50 

投資有価証券減損額否認 111 

貸倒引当金 3 

その他 17 

繰延税金資産小計 483 

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 37 

その他有価証券評価差額金 140 

その他 0 

繰延税金負債小計 179 

繰延税金資産の純額 303 
  

 
（１）流動資産  

繰延税金資産  

たな卸資産評価損 49 

未払事業税 9 

賞与引当金 44 

その他 5 

繰延税金資産の純額 109 

（２）固定資産  

繰延税金資産  

退職給付引当金 308 

役員退職慰労引当金 52 

投資有価証券減損額否認 111 

貸倒引当金 1 

その他 16 

繰延税金資産小計 491 

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 37 

その他有価証券評価差額金 144 

その他 0 

繰延税金負債小計 182 

繰延税金資産の純額 309 
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳  

（単位：％） （単位：％） 
 

法定実効税率 40.5 

（調 整）  

交際費等永久に損金に算入されな
い項目 

1.4 

受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目 

△0.0 

過年度法人税等 9.9 

住民税均等割等 1.0 

税率変更による影響額 △0.7 

税額控除 △1.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担
率 

51.1 

  

 
法定実効税率 40.5 

（調 整）  

交際費等永久に損金に算入されな
い項目 

0.6 

受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目 

△0.2 

住民税均等割等 0.7 

税額控除 △0.7 

税効果会計適用後の法人税等の負担
率 

40.9 
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前事業年度（平成16年３月31日） 当事業年度（平成17年３月31日） 

３．繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実

効税率は、前期は40.3％であったが、地方税法等の一部

を改正する法律（平成15年法律第９号）の公布に伴い、

当期に於いて各地方自治体の条例が制定・公布されたた

め、当期は40.5％に変更している。この変更に伴う繰延

税金資産（繰延税金負債の金額を控除した金額）及び法

人税等調整額に対する影響は軽微である。 

３．         ―――――― 

 

 

３. 役員の異動 
該当事項はない。 

 

４. その他 
部門別売上高明細表 

（実績） 

（単位：百万円） 
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 科目 

金額 構成比 金額 構成比 

比較増減 

オートモティブ機器 2 , 7 5 0  40.8 3 , 0 3 5  41.2 2 8 4  

インダストリアル機器 3 , 2 8 8  48.7 3 , 6 6 6  49.8 3 7 8  

その他 7 0 8  10.5 6 6 0  9.0 △4 7  

合計 6 , 7 4 7  100.0 7 , 3 6 3  100.0 6 1 6  

（うち輸出高） 1 , 5 6 1  23.1 1 , 7 3 9  23.6 1 7 7  

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 

 

（次期予想） 

（単位：百万円） 
当事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

次事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 科目 

金額 構成比 金額 構成比 

比較増減 

オートモティブ機器 3 , 0 3 5  41.2 3 , 1 2 4  41.7 8 9  

インダストリアル機器 3 , 6 6 6  49.8 3 , 7 1 6  49.5 5 0  

その他 6 6 0  9.0 6 6 0  8.8 － 

合計 7 , 3 6 3  100.0 7 , 5 0 0  100.0 1 3 7  

（うち輸出高） 1 , 7 3 9  23.6 1 , 7 5 2  23.4 1 3  

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 

 

以    上 


